
 事 業 所 に 係 る 事 項 の 記 入 要 領 早 見 表

事業所の臨時労働者数 (要領７頁)

６月3０日現在(給与締切日の定めがある場合には６月の最終の給与締切日
現在)に在籍した臨時労働者の男女計の数を記入してください。
【具体的な例】
・日雇労働者 → 臨時労働者
・雇用契約期間が１か月以上のパート、アルバイト → 常用労働者

企業全体の常用労働者数 (要領８頁)

貴事業所が属する企業全体(本社、支社、工場、営業所
等を含めた）の常用労働者数に該当する番号を○で囲ん
でください｡

・系列会社は含めません｡
・市の水道課等の場合､市役所の全職員数になります｡

記入に当たっては、調査票記入要領(以下｢要領｣という。)にくわ
しい説明がありますので、よく確かめた上で記入してください。

主要な生産品の名称又は事業の内容
(要領５頁)

事業内容を具体的に記入してください｡
鉱業・製造業であれば、主な生産品の名

称も記入してください。

臨時労働者の抽出率、抽出労働者数 (要領７～９頁)

｢常用労働者計｣の人数により抽出率を決定
・｢常用労働者計｣が５～９人の事業所 →１／

・｢常用労働者計｣が１０人以上の事業所 →１／

※ 抽出率を記入後、要領（８頁）の「抽出労働者の選び方」を参照して、労働者を抽
出し、選んだ抽出労働者数を記入してください。抽出労働者数が、「２.労働者に係
る事項」に記載する人数になります。

１

２

事業所の常用労働者数 (要領６～７頁)

６月3０日現在(給与締切日の定めがある場合には６月の最終の給与締切日現
在)に在籍した常用労働者について､雇用形態別にそれぞれ男女計及びそのうち
女性の労働者数を記入してください。

【具体的な例】
・６月10日に正社員として採用し15日間勤務 → 正社員・正職員
・４月に３か月間の期間だけ臨時社員として採用 → 正社員・正職員以外
・日雇いで、１月から継続して勤務 → 臨時労働者

常用労働者の抽出率、抽出労働者数 (要領７～９頁)

【常用労働者の抽出率】

【抽出労働者数】
抽出率を記入後､要領(８頁)の｢抽出労働者の選び方｣を参照して､「正社員・正職

員」、「正社員・正職員以外」ごとに、無作為に労働者を抽出してください。抽出労
働者数が、「2.労働者に係る事項」に記載する人数になります。

事業所の常用労働者数が

（500人以上のとき）
要領19頁の

「資料１ 労働者抽出率
一覧表」をご覧頂き、

該当する抽出率を
記入してください。

１

１

２

１

４

１

５

１

いいえ いいえはい はい

はい いいえ

はい いいえ

５～２９人 ３０～９９人 １００～４９９人

Ｃ「鉱業，採石業，

砂利採取業」

全員

事業所の名称及び所在地並びに法人番号 (要領５頁)

名称・所在地について
○ 企業名だけでなく、貴事業所名（支店名等）まで記入してください。
○ 社名変更・移転等により、印字されている名称・所在地と異なっている

場合は、二重線で抹消したうえで修正してください。

法人番号について
○ 法人番号は、国税庁から指定される13桁の番号です。商業登記法に基づ

く会社法人等番号ではありません。
○ 法人番号は、個人事業主は記入不要です。マイナンバー（個人番号）の

記入はしないでください。

厚生労働省ホームページに要領(PDF形式)及び調査票(エクセル形式)を
掲載していますのでご活用ください。（掲載先は要領４頁を参照）

事業所の雇用形態別労働者数 (要領６～７頁)

※該当する労働者がいない場合は０を記入

６月3０日現在(給与締切日の定めがある場合には６月の最終の
給与締切日現在)で、企業全体ではなく貴事業所に雇われている労
働者を以下の図に従って区分してください。

常

用

労

働

者

臨 時 労 働 者

はい

いいえ

はい
いいえ

はいいいえ

雇用期間の定めがなく

雇用されている

身分や待遇が正社員・正職員か

１か月以上の期間を

定めて雇用されている

正社員・正職員
正社員・正職員

以外

常用労働者については｢事業所の常用労働者数｣欄に､臨時労
働者については事業所の臨時労働者数｣欄に記入してください。
※

全ての調査票に、通し番号を記入し
てください｡（同封の調査票には、プ
レプリントされています。）

宛名の下に印字されている12桁の数字とアルファベットをそのまま転
記してください。
（同封の調査票には、

プレプリントされ
ています。）

１００－８９１６ （２０２０年調査）

千代田区霞が関１丁目２番２号

霞が関製パン（株）霞が関支店
御中

１３ １００３９０ Ｅ０９７

都 道 府 県
番 号 事業所一連番号

産業分類番号

中大 小

記入担当者氏名及び連絡先 (要領５頁)

記入の担当者氏名と、担当者と連絡が取れる電話番
号を記入してください。

記入労働者数 (要領８頁)
※該当する労働者がいない場合は０
を記入

最後に、「2.労働者に係る事項」
に記入した抽出労働者について、２
枚目以降も含めた男女計の人数を雇
用形態別に記入してください｡

「１.事業所に係る事項」は、１枚目
のみ記入して下さい。



　

労 働 者 に 係 る 事 項 の 記 入 要 領 早 見 表

(10) 職種番号 （要領12頁）
※ すべての労働者について記入

・「資料３ 職種一覧と解説」
(要領24頁)を参照して、該
当する職種の番号を記入し
てください。

・該当する職種がない労働者
は空欄としてください。

・職種は､実際に従事している
仕事の内容で決定してくだ
さい｡(資格を持っていても､
その資格と関連する業務に
従事していない場合は職種
に該当しません｡)

(4) 就業形態 (要領11頁)
※ 臨時労働者以外は全員記入

・｢１一般｣とは｢２短時間｣以外
の常用労働者で、１週間の所
定労働時間が通常の労働者と
同じパートやアルバイト（い
わゆる「フルタイムパー
ト」）を含めます｡

・｢２短時間｣とは､１日の所定労
働時間が｢１一般｣の労働者よ
りも短い者､又は、１日の所定
内労働時間が｢１一般｣の労働
者と同じでも､１週の所定労働
日数が｢１一般｣の労働者より
も少ない者をいいます｡

厚生労働省ホームページに要領(PDF形式)及び調査票(エクセル形式)
を掲載していますのでご活用ください。（掲載先は要領４頁を参照）

労働者に係る事項は､1．事業所に係る事項で抽出した常用労働者､
および臨時労働者について記入してください。

・記載を訂正した場合でも訂正印は不要です。
・行を全て抹消する場合には､必ず「(1)一連番号｣から「備考」欄まで

抹消してください。行を全て抹消した場合でも、以降の行の｢(1)一
連番号｣を訂正する必要はありません。

・(15)～(17)の金額は、円単位で記入してください。

(5) 最終学歴 (要領11頁)

※ 臨時労働者以外は全員記入

中途退学者や在学中の者の学歴
は最終学歴に入りません。卒業し
た学歴区分を記入してください。

(7) 年齢 (要領11頁)

本年６月30日現在の満年齢を記
入してください。１年未満の端数
は切り捨ててください。

(3) 雇用形態 (要領10頁)

「１.事業所に係る事項」で確定した抽出労働者を、雇用期間の定め
の有無別に５区分に分け､該当する番号を○で囲んでください｡

【具体的な例】
・正社員 ＝ １または２
・パート、アルバイト ＝ ３または４
・日雇い ＝ ５

備考 (要領16頁)

事業所で記入対象労働者を識別できる番号等のほか、記入内容が
他の労働者又は通常の月と比べて著しく異なる場合には、その
理由(｢欠勤のため｣｢賞与なし｣「再雇用」「年俸制」「有給休暇
使用」等)について記入してください。

・超過実労働時間数が０で超過労働給与額が支給されている場
合､その理由(｢深夜手当のみ｣「30分未満」等)を記入してくだ
さい。

・役職に該当する抽出労働者や、特別給与を支給した抽出労働
者が１人もいない場合は、その旨を１枚目の当欄の余白に記
入してください。（例「該当役職なし」「特別給与なし」等

(8) 勤続年数 (要領11頁)

※ 臨時労働者以外は全員記入

本年６月30日現在で貴事業所が属する

企業に勤務した年数を通算して記入してく

ださい。
・会社の合併、分離、名義変更等があっ

た場合でも､通算してください。
・出向労働者の勤続年数は出向元も通算

してください｡
・再雇用された場合、以前の勤続年数も

通算してください。

(9) 役職番号 （要領12頁）

※ 常用労働者数が10人以上の事業

所に雇用される常用労働者のみ記

入

・係長以上及び生産部門において
職長以上の職務に従事する者に
ついて、「資料２ 役職一覧と解
説」(要領22頁)を参照して役職
番号を記入してください。

・該当する役職がない労働者は空
欄とし、役職該当者が一人もい
なかった場合は備考欄の上に
「該当役職なし」と記入してく
ださい。

記入に当たっては、調査票記入要領(以下｢要領｣という。)にくわし
い説明がありますので、よく確かめた上で記入してください。

(13) 所定内実労働時間数 (要領13頁）

調査対象期間中の所定労働日における始業
時刻から終業時刻内で､実際に労働した1か月
間の総時間数を記入してください。

※ ｢(14)超過実労働時間数｣に該当する時間は
含めません。
・休憩時間は除いてください｡
・１か月の総時間数に１時間未満の端数があ

る場合、30分以上は切り上げ､30分未満は
切り捨ててください｡

(14) 超過実労働時間数 (要領13頁)

調査対象期間中の所定労働日において｢(14)
所定内実労働時間数｣以外で労働した時間数及
び所定休日において実際に労働した１か月間の
総時間数を記入してください｡
・１か月の総時間数に１時間未満の端数がある

場合、30分以上は切り上げ､30分未満は切
り捨ててください｡(超過実労働時間が無い場
合は０を記入）

(17) 昨年１年間の賞与、期末手当等特別給
与額 (要領15頁)

※ 臨時労働者以外の者は全員記入
昨年1年間（1/1～12/31）の間に支給され

た賞与、期末手当等の合計を記入してください。
(他に、突発的理由により支給された給与､算定
期間が3か月を超えて支給された給与（6ヶ月
分の通勤手当等）があれば合計して記入してく
ださい｡)

※ 年収の合計を記入しないように注意してくだ
さい。

(11) 経験年数 （要領12頁）
※ 常用労働者数が10人以
上の事業所に雇用される常
用労働者のみ記入

・職種に従事した年数を､
貴事業所に加え､他の企
業･事業所でも経験があ
れば通算して、該当す
る番号を○で囲んでく
ださい｡

(12) 実労働日数 (要領13頁）

調査対象期間に実際に労働
した１か月間の総日数を記入
してください(休日労働日数
も含めます)｡
・実際に労働しなかった日は､

たとえ有給であっても、労
働日数から除きます。

・１日の労働時間が１時間で
あっても、その日は１日と
して数えます。

・１日のうち何回出勤しても、
その日の労働日数は１日と
数えます。

(18) 在留資格番号 (要領16頁）

外国人の常用労働者を雇用している場合、在
留カードの「在留資格」の欄を参照し、要領
16頁の該当する番号を記入してください。

※「(3)雇用形態」が「臨時労働者」の者について
は記入不要です。

※在留資格が「特別永住者」及び「外交」又は
「公用」の者は記入不要です。

(16) 超過労働給与額 (要領15頁)

｢(14)超過実労働時間数｣に応じて支払われ
た給与のみ記入してください｡(支給がない場合
は０を記入)
・深夜･休日出勤･宿日直等の手当も含めます。

(15) きまって支給する現金給与額 (要領14頁)

６月分として算定された現金給与額を税込み
で記入（手取額ではなく､所得税､社会保険料な
どを控除する前の額）してください。役員報酬
は除きます。

※ (16)超過労働給与額や各種手当も含めます。

(6) 新規学卒者 (要領11頁)
※ 就業形態が「１一般」労働者の
み記入
新規学卒者（原則として、本年

３月に卒業等した者）に該当する
場合、記入してください。


